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法令に基づいた正確かつ迅速な業務で.

事業主様のお悩みを解消!

◆労働社会保険の各種書類作成届出代行

◆給与計算・帳簿記帳の代行

◆就業規則や社内規程等の作成・見直し

◆各種助成金や年金のご相談 など

【例年と違う夏】全国から多くの見物客を集める国内の主要な祭りは8月に集中していますが、今年はその

ほとんどが中止となりました。各地の盆踊り大会の中止や、花火大会の延期・中止の発表も相次いでいます。

何より今年最大の目玉イベントになるはずだった五輪・パラリンピックが延期となり、例年の8月の風物詩

である全国高校野球も中止。一方で学校は春先の休校の遅れを取り戻すべく、今年は多くの自治体で夏休み

を短縮することを決めていますから、暑い盛りでも登下校に励む子どもたちを多く見かけることでしょう。

このように、今年は例年と違う夏、違う8月になることは間違いありません。一生のうちでもそれほど体験

することはない、特別な8月を愉しむ、という逆転の発想で乗り切りたいものです。



短時間党側者の厚生年金の適用拡大、 75歳までの

繰り下げ受給等公的年金の改正とその影響
●

公的年金制度改正の関連法案が国会で可決されました。これにより適用範囲や受給年齢の選択

範囲、在職老齢年金の見直しなどさまざまな制度改正が行われます。

20
20年5月29日、第201回

通常国会において、 「年金

制度の機能強化のための国民年金

法等の一部を改正する法律」が成

立し、 6月5日に公布されました。

今回の年金制度改正の大きなポ

イントは、 ①短時間労働者への適

用拡大、 ②年金の繰り下げ受給年

齢の選択範囲の拡充、 ③在職老齢

年金の見直しです。その他には、

確定拠出年金(iDeCo)の加入要

件の見直しなどもありますが、今

回は(壬X至X動こついてまとめること

とします。

●被用者保険(厚生年金保険、健

康保険)の適用拡大(施行: 2022

年10月、 2024年10月)

厚生年金保険は、その道用事業

所に常時使用される70歳未満で、

1週間の所定労働時間および1カ

月の所定労働日数が同じ事業所で

働く正社員の4分の3以上である

者は、法律上、強制被保険者とな

ります。

ただし、この基準を満たさない

パート等の短時間労働者であって

も、厚生年金保険の被保険者数が

常時501人以上の適用事業所に使

用される者で、 ①1週間の所定労

働時間が20時間以上であること、

② 1年以上の雇用期間が見込まれ

ること、 ③賃金月額が8万8000

円以上(残業代や一時金などは含

まない)であることの3つの条件

を満たす者(学生を除く)は被保

険者となります。

今回の改正では、パート等の短

時間労働者であっても被保険者と

なる適用事業所の規模要件が見直

され、 2022年10月1日からは被

保険者数が常時100人を超える事

業所、 20飽年10月1日からは常時

軸人を超える事業所へと拡大され

ることになりました。また、雇用

期間についても、前述②の「1年

以上の雇用見込み」から「2カ月

超の雇用見込み」に短縮されます。

をお、 ①の労働時間要件および③

の賃金要件は現行のままです。

厚生年金保険および健康保険、

介護保険の保険料は事業主と被保

険者の折半負担です。今回の改正

による適用拡大でパート等の短時

間労働者を雇用する中小事業主に

とっては、さらに保険料の負担が

増えることになります。

また、これまで厚生年金の強制

適用事業所となるのは、法人経営

の事業所と、個人経営でも従業員

が常時5人以上いる事業所(農林

漁業やサービス業等を除く)でし

たが、新たに、弁護士、公認会計士、

税理士、社会保険労務士等の士業

事務所で常時従業員を5人以上使

用している場合は適用事務所とな

ります。

●年金の繰り下げ受給開始年齢の

選択肢の拡充(施行: 2022年

4月1日)

現在、 60歳台前半で支給され

る特別支給老齢厚生年金は別とし

て、老齢厚生年金および老齢基礎

年金は、原則として、 65歳から

の支給です。ただし、特例的に60

歳からの繰り上げ支給と66歳か

らの繰り下げ支給を選択すること

ができることになっています。こ

のうち、繰り下げ支給は70歳まで

となっていますが、改正により上

限が75歳まで拡大されることにな
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60歳 65歳

※世代としての平均的な給

付総額を示しており、個

人によっては受給期間が

平均よりも短い人、長い

人が存在する。

平均的な死亡年齢

(参考)繰り上げ・繰り下げによる減額・増額率

減額率・増額率は請求時点(月単位)に応じて計算される。

・繰り上げ減額率=0・5%※×繰り上げた月数(60歳-64歳) ※繰り上げ減額率は令和4年4月1日以降、 60歳に到達する方を対象として、 1月あたり0,4%に改正予定。
・繰り下げ増額率=0.7%×繰り下げた月数(66歳-75歳)

匿語巨萱話語藍」龍田園田囲周囲同園園園田
りました。

繰り下げ支給を選択した場合に

は、年金額が増額され、繰り下げ

1月あたり、プラス0.7%。繰り下

げ上限年齢75歳から支給を受け

るとすると65歳から支給を受け

るのと比べ、最大の84%の年金増

となります。この改正は、 2022年

4月1日以降に70歳に到達する

人(1952年4月2日以降に生まれ

た人)が対象となります。

労働力人口が減少する中で、高

年齢者の就業期間の長期化が進む

ことを考慮すれば支給開始年齢

上限の引き上げにより75歳から

84%増額された老齢年金を受給で

きることは、老後の安心にもつな

がります。とはいえ、 75歳から支

給を受け始めた場合の年金受給総

額が70歳から年金の支給を受け

た場合の年金受給総額を上回るの

は、概ね91歳以上まで長生きし

た場合となります。

●在職老齢年金の見直し(施行:

2022年4月)

60歳以上で老齢厚生年金の支給

を受けることのできる権利を取得

した人が、厚生年金保険の適用事

業所に就業し厚生年金保険に加入

した場合、老齢厚生年金の月額が

給料や賞与の額(総報酬月額)に

応じて調整され、老齢年金の一部

または全額が支給停止とをる場合

があります。これを在職老齢年金

といいます。在職老齢年金には、

「60歳台前半(60へ64歳)の在

職老齢年金」と「65歳以上の在職

老齢年金」があり、調整の仕組み

が異なります。

現在、 60へ64歳に支給される

特別支給の老齢厚生年金は、支給

停止基準が月額28万円となって

います。これが47万円に引き上

げられます。現在、 65歳以上の在

職老齢年金は、年金月額と総報酬

月額の合計が47万を超えた場合

に支給調整されますので、この基

準と同じになったことになります。

したがって、 60歳台前半の老

齢厚生年金も改正後は年金月額と

総報酬月額の合計が47万円にな

るまでは年金が全額支給されるこ

とになります。これにより、現

在、 60歳台前半の在職者は、年金

支給停止を避けるために年金月額

と報酬月額の合計で28万円未満

となるような就業調整をする必要

がなくなり、就労時間や就労日数

を増やすこともできるようになり

ます。とは言っても、男性は2025

年度、女性は2030年度以降、 60

歳台前半の特別支給の老齢厚生年

金の支給はありません。したがっ

て今回の改正の影響を受けるの

は、男性では1957年4月2日へ

1961年4月1日生まれの人、女性

では1957年4月2日へ1966年4

月1日生まれの人のみと極めて限

定的です。

また、これまでは、 65歳以上の

在職老齢年金については、退職等

により厚生年金被保険者の資格を

喪失するまでは、年金額は改定さ

れませんでした(退職時改定とい

う)。しかし、今回の改正により、

1年に1回(毎年10月)加入期

間を年金額に反映して改定する

ことになりました(在職時改定)。

これにより、 65歳を過ぎても就労

を継続したことの効果が退職を待

たずに早期に年金額に反映されま

す。これにより、年金を受給しな

がら働く受給権者の経済基盤の充

実が図られることになりました。

3



職場の感染症対策

新しい生活様式における職場の感染予防行動のポイント

新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言が解除され、社会経済活動も徐々に再開されるなか、

第2波・第3波に備え、以前の日常から新しい生活様式へ意識のシフトが求められています。

事業者においては、感染症拡大防止に対する取組方針を定め、

労使共同での感染予防対策の実施が急務となっています。

●職場における感染予防対策

社会経済活動を維持し、大規模

な感染拡大を予防するには、個人

の自主的な感染予防対策だけでは

太刀打ちできません。

新型コロナウイ)レス感染症の大

規模な感染拡大を防止するための

基本行動は、 3密(密閉空間、密集

場所、密接場面)が同時に重なる

場を避け、事業者、労働者それぞ

れが、職場内外での感染防止行動

の徹底について正しい知識を持っ

て、職場や職務の実態に即した対

策に取り組むことが重要です。

そこで、事業者においては、職

場で働く人々が安全かつ安心して

働くことができる環境づくりのた

め、従来の安全衛生法により定め

られた基準に加え、厚生労働省が

公表している「職場における新型

コロナウイルス感染症の拡大を防

止するためのチェックリスト」や

各業界団体等が公表しているガイ

ドラインを活用し、まずは職場の

状況を確認した上で、実態に即し

た実行可能な感染予防対策を検討

することが求められます。

具体的には①安全衛生管理体制

の再確認、 ②換気の徹底等の作業

環境管理、 ③職場の実態に応じた

作業管理、 ④手洗いの励行など感

染予防に関する基本的な知識も含

めた労働衛生教育、 ⑤日々の体調

管理等も含めた健康管理、などの

視点での検討が必要です。

また労働安全衛生法に基づき選

任・設置された労使で構成する安

全衛生委員会等との情報共有およ

び労働衛生の担当者とも協議し、

特別な配慮を必要とする高齢者や

妊産婦等に対しては、産業医等の

助言を得ることも大切です。なお、

安全衛生委員会等が設置・選任

されていない事業所においては、

産業保健総合支援センターにて、

メールや電話による相談、各種情

報の提供等を行っているのでこち

らの活用もお勧めします。

●衛生上の職場の対応ルール

事業者においては、労働者が新

型コロナウイルスに感染している

可能性を含む風邪症状を呈する場

合、また職場に新型コロナウイル

スの陽性者や濃厚接触者が発生し

た場合に備え、職場内の対応ルー

ルを作成し、周知しておくことが

必須になります。

対応ルールを設けることは、労

働者独自の判断で個々に行動する

ことを防ぎ、情報を共有すること

で心理的ストレスを減らし、安心

して働くことができる環境づくり

にもつながります。

厚生労働省による「新型コロナ

ウイルス感染症についての相談・

受診の目安」、 「新型コロナウイル

スの陽性者等が発生した場合にお

ける衛生上の職場の対応ルール」

労働者への周知を徹底し、

を参考に作成し、手洗いの励行な

ど感染予防に関する基本的な知識

も含めた労働衛生教育も行った上

で、周知することが大切です。

なお、労働者が業務に起因して

新型コロナウイルスに感染したも

のと認められる場合には、労災保

険の対象となります。特に、複数

の感染者が確認された労働環境で

働いていた場合や顧客等との近接

や接触の機会が多い労働環境下で

働いていた場合、また医師、看護

師、介護従事者等については、業

務外で感染したことが明らかであ

る場合を除き労災保険の対象とな

り得ます。詳しくは、厚生労働省

HPに掲載されている「新型コロ

ナウイルスに関するQ&A (企業

の方向け)」を参照してください。

●正しい情報の収集

また事業者においては、国や地

方自治体等のHPより常に最新の

情報を収集し、必要に応じて職場

の対応ルー)レを見直していくとと

もに、労働者に対して感染拡大を

阻止するための新たな情報を提供

していくことも求められます。

今後も新型コロナウイルス感染

症に関連して、様々な個別の労働

紛争が生まれることを想定し、適

切に対応できるよう、正しい知識

を持って、職場や職務の実態に即

した対策を確実に進めていきたい

ものです。
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労働保険の年度更新期限が延長

今年度からは65歳以上の

雇用保険料免除はなし

ROUMJ

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で 労働保険

の年度更新の期間が例年の6月1日̃7月10目から、 8

月31日まで延長となりました。今年度の年度更新では、

高年齢労働者の雇用保険料免除の期間が終了し、雇用

保険料の納付が必要になることに注意が必要です。した

がって概算保険料の算出においては、雇用保険料の算定

において65歳以上の労働者を含め雇用保険の被保険者に

支払われる賃金は算定基礎となる賃金となります。当該

高年齢労働者から雇用保険料を徴収する必要があります。

漢02

新型コロナウイルス感染者への傷病手当金の
支給で

国が市町村等に特例的財政支援

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、感染

者および発熱等の症状で感染が疑われる者で国民健康保

険および後期高齢者医療制度に加入している被用者が休

業した際に休業期間の-部を補償する傷病手当金につい

て、支給する市町村や後期高齢者医療広域連合、国民健

康保険組合に対して、国が特例的な財政支援を行うこと

になりました。支給対象となるのは、働けなくなった目

から起算して3目を経過した目以後の働けなくなった期

間、となります。

03

1人あたり日額の上限が1万5000円に

雇用調整助成金の受給額の上限引き上げ

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける雇用調整助

成金の受給額の上限が引き上げられました。 1人あたり

日額8330円が1万5000円に増額されたほか、解雇等を

せずに雇用の維持に努めた中小企業への助成率が10 /

10(100%)に拡充。すでに受給していたり、申請を行っ

た事業主にも適用されます。なお、支給申請後に、過去

の休業手当の増額を行い従業員にその分の休業手当を支

給した場合は、過去に遡っての支給を受けるために再申

請が必要です。(6月12目現在)

臆

News BOX

04

より実効性のある通報体制の確立を求めて

改正公益通報者保護法成立

企業の不正を内部告発した従業員を保護する趣旨の公

益通報者保護法の改正案が6月8日に参院本会議で可

決、成立しました。 2006年4月の施行から実に14年を

要しての初の抜本的見直しとなります。内容は対象とな

る通報者の拡大(退職後1年以内の元従業員や役員も含

む)、通報対象の範囲の拡大(刑事罰に加えて行政罰も)、

従業員300入超の企業(国や自治体を含む)に、内部通報

窓口の設置などの通報体制整備の義務付け、などが主な

内容となっています。

臆05

高年齢労働者のための職場環境改善を支援

エイジフレンドリー補助金の申請開始

高年齢労働者の労働災害を防いだり、感染症予防に対

応したりといった、高年齢者が安全で安心して働くこ

とのできる職場環境を整備した企業に対する「エイジフ

レンドリー補助金」の申請が6月12目から開始されまし

た。締め切りは10月末日まで。職場環境改善に要した

経費の50%、上限額100万円(消費税含む)までが補助

されます。対象業種や常時使用する労働者数、資本金ま

たは出資の総額に細かい規定があり、申請後審査等を経

ての支払いとなります。

06

感染リスクを回避して楽しい旅を

旅行者向け「新しい旅のエチケット」作成

交通機関や旅行関係業界の業界団体等で構成される

「旅行連絡会」ではこのほど新型コロナウイルスへの感

染リスクを回避しながら安全な旅行を行うための留意点

をまとめた「新しい旅のエチケット」を作成、発表しまし

た(国土交通省・観光庁が協力)。「旅先の状況確認、忘れ

ずに」「おみやげは、あれこれ触らず目で選ぼう」「握手よ

り、笑顔で会釈の旅美人」など準備段階から移動、食

事、宿泊など具体的な旅のシーンにおける新しい行動

指針を提案しています。



テレワ鵜ク実施上の課題

ヨミュニケ囲ジョン〇日スの克服と

オンオフの切り替えがポイント
●

コロナ禍を契機にビジネス形態の多数派になりつつあるテレワーク。一方で、急ぎ環境を整備して取

り入れた結果、実施上の課題点もいろいろと浮き彫りになってきました。最近の調査からその傾向を

見てみます。

e都内企業の4月のテレワーク

導入率は3月に比べて2. 6倍に、

テレワークの導入率に関する調

査結果はこのところ様々な機関か

ら発表されています。ここでは東

京都が実施した「テレワーク『導

入率』緊急調査結果」 (都内企業

を対象にした調査)で見ることに

します。それによると、 3月時点

のテレワーク導入率は企業数べ」

スで24.0%だったのが、 4月の調

査では62.7%と、約2.6倍に増加。

社員数べ」スでは昨年12月時点

で平均約2割の実施だったのが、

4月は約5割と、これも約2.5倍

増加しています。

業種別では、事務・営業職が中

心の業種(情報通信業、金融業・

保険業など)の4月時点の導入率

は76.2%。現場作業・対人サービ

ス業務などが中心の業種(建設業・

製造業、運輸・郵便業、医療・福祉、

飲食・宿泊業など)でも55.0%と

過半数を超えました。

㊧コミュニケーション不足を

どう補うかが課題?

このようにコロナ禍を引き金に

テレワークが一気に浸透したこ

とがわかりますが、一方で実践上

の課題も浮き彫りになっていま

す。ここからは、生活者視点のリ

サーチに強いイード社が4月に実

施したWeb調査(有効サンプル

6082)の結果を見ていきます。

グラフは、 「テレワークで困る

こと・不便なこと」を「テレワー

クをしている」と答えた人(1267

サンプル)に対して尋ねた結果を

示しています。上位4つの回答が

30%前後で措抗しており、 5番目

以下と差がついています。そして

その中身は大きく分けて、コミュ

ニケーションの取りづらさと、オ

ンとオフの切り替えの難しさとい

テレワークで困ること・不便なこと(複数回答) (テレワークをしている人 n二1,267)

「テレワークに関する調査(1)テレワークのメリット・デメリット」 (株式会社イード)より

6

う問題に収飯されているようで

す。

5位以下の中でも、 「子どもが」

「配偶者が」 「ペットが」いるので

仕事に集中できないというのは

「オンオフの切り替え」に関係し

ますし、 「チームの進捗管理がし

づらい」というのはコミュニケー

ションの難しさに起因するもので

しょう。

㊧ 「運動不足」を訴える人が

7割近くも

同調査では体調・生活面でのテ

レワークのデメリットも聞いてい

ます。圧倒的に多いのが「運動不

足になる」で68.0%と全体の7割

近く。その後は「人と話す機会が

減る」 (32.3%)や「気分転換が

できない」 (31.3%)など ここ

でもコミュニケーションとオンオ

フ問題が続いた後に、 「間食が増

える」 (31.1%)や「食事亘が増

える」 (15.5%)といった食関係

の内容が続きました。気分転換も

ままならず運動不足、そのうえ食

べる量が増えるというのは健康面

で問題です。同調査でテレワーク

の最大のメリットは「通勤時間の

ストレスがない」となっています

が、そのプラス面も帳消しになり

かねません。企業は従業員への健

康管理の強化を求められることに

なるでしょう。
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労務トラブル回

輔

佃こんなとき潮

パート労働者がいる場合の、正社員募集の告知上の留意点

パート労働者を募集してもなかなか応募がないので、正社員募集に切り替え募集をかけたとこ

ろ、パート労働者からあらかじめ私たちにも募集の内容を知らせてはしかったとの苦情が出ました。

(K社 総務部i氏)

ご相談の内容からすると、その苦情を申し

出ているパート労働者の方は正社員になりた

かったのではないでしょうか。 「短時間労働者

及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法

律」に基づき、短時間・有期雇用労働者を雇用する事

業主は、短時間・有期雇用労働者の通常の労働者へ

の転換を推進するために、次のいずれかの措置を講ず

る義務があります(第13条)。ここでいう「通常の労働

者」とは、正社員がいる場合は正社員、いない場合は

フルタイムで基幹的業務についている無期契約フルタイ

ム労働者をいいます(以下正社員等という)。

①正社員等の募集を行う場合においては、募集に係る

事項を雇用する短時間・有期雇用労働者にも周知す

ること

②正社員等の配置を新たに行う場合において、当該配

置の希望を申し出る機会を当該配置に係る事業所に

おいて雇用する短時間・有期雇用労働者に対して与

えること(たとえI抽内で欠員が生じた場合、社外か

ら中途採用で人を募集・採用するのではなく短時間・

有期雇用労働者に応募機会を与えることなど)

③一定の資格(勤続年数等会社の求める資格など)を

有する短時間・有期雇用労働者を対象とした正社員

等への転換のための試験制度を設けること

④その他の正社員等への転換を推進するための措置を

講ずること

これらの措置を講ずる目的は、既に働いている短時

間・有期雇用労働者にも雇用が安定している正社員等

への転換のための応募の機会を与えることにあります

このうち、 ①の措置を講ずる場合には、募集に応ず

る労働者が従事すべき業務の内容、賃金、労働時間

その他の当該募集に係る事項について、短時間・有期

雇用労働者がわかるように社内への掲示や メールに

よる連絡などにより周知しなければなりません。したがっ

て ハローワークに正社員募集の求人票を出す場合に

は、あわせて事業所内掲示などにより、その募集内容を

短時間・有期雇用労働者に周知しなければなりません。

なお、募集内容は周知すれば足り、実際に応募した

短時間・有期雇用労働者を正社員等として優先的に採

用しなければならないというものではありません。採用

するか否かについては、公正な採用選考である限り、

事業主の判断に委ねられていますも

また、周知の期間も、短時間・有期雇用労働者が

正社員等の募集期間が経過するまでに知ることので

きるものであれば、特に限定されていません。ただし、

周知したのみで応募を受け付けないとか、短時間・有

期労働者にも応募資格があることが容易にわからない

方法で周知するなど実質的に応募の機会を付与した

とは認められないような場合には、この措置を講じたこ

とにはなりません。

なお、周知にあたって、特定の短時間・有期雇用労

働者のみに知らせるというようなことは、それ以外の短

時間・有期雇用労働者には正社員等への転換機会が

与えられないということになりますので認められませんも

すべての短時間・有期雇用労働者に対して正社員等へ

の転換機会が与えられるよう、公正で客観的な仕組み

を整える必要があります短時間・有期雇用労働者か

ら正社員への転換が可能な措置を設けることは、これ

らの労働者のモチベーションを高め、能力発揮につな

がりま〇九キャリアアップ助成金などを活用して有効な

転換措置の導入も検討すべきでしょう。

正社員の募集内容について、すべての短時間・有期雇用労働者への告知

(掲示やメールなどによる)を行わなければならない。

現職の短時間・有期雇用労働者を優先的に採用しなければいけない、という義務はない。



はたらく百景
Hataraku-Hyakkei

テレワークと成果主義

6ぺ」ジで紹介した株式会社イードによる調査で、 「テレ

ワークで困ること・不便なこと」の第5位に「『仕事をして

いる』ことを示しづらい」というのがランクインされました

(グラフ参照)。従来ならば出勤して会社のデスクに座ってい

れば、物思いにふけっているだけでも仕事をしているとみな

されて、労働時間にカウントされますが、同じことを自宅で、

となると、自信を持って「仕事をしている」と言えなくなっ

てしまうという、微妙な心理を示しているように思います。

これは、テレワークの普及が、労働を量としてカウントす

るのではなく、質として評価されるという、時間給主義から

成果主義への流れを加速させることを示唆しています。

2018年に厚生労働省は、

テレワークにおける時間外

労働、休日労働、深夜労働

の原則禁止を提言しました。

ここには、テレワークを育

児や介護などで通勤が難し

い例外的な就労形態とみな

す発想が根底にあるようです。しかし今日、テレワークが広

く浸透・普及した結果、労働時間という概念がそもそも無意

味化しつつあるのです。

キッチンで料理をしながらプレゼン資料の構成を頭の中で

考えたり、隣のベッドにいる子どもを寝かしつけながら、横

のパソコンで業務連絡に目を通すといった場合などは、どこ

までが「労働」なのか判別できません。賃金の根拠を労働「量」

で示そうとすること自体に無理があるのです。

テレワークが引き金となり、成果主義が今まで以上に導入

される流れは変わらないと思います。問題は何をもって「成

果」とみなすかという、客観的で合理的な評価のあり方です。

それはつきつめれば企業のアイデンティティをもう一度確認

することにつながってきます。

2020年(令和2年) 8月号


